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研究成果の概要（和文）：ドイツ、アメリカ等におけるESDとしての新環境教育の動向を教科教育の観点から検討する
とともに、学校段階に合わせた環境教育ブログラムを開発し実践的に検討した。ドイツに関しては、連邦の教育スタン
ダード導入及びコンピテンシー設定という教育課程政策の展開を解明するとともに、「教科型」環境教育の40年の展開
と事実科における環境テーマの扱いを分析し、アメリカに関しては、ナショナルスタンダード地理における環境教育の
動向を明らかにした。プログラム開発では、霞ケ浦の水質をテーマとした小学生用プログラムと環境倫理意識育成を目
指した高校生用プログラムを開発し実践的に検討した。

研究成果の概要（英文）：The research analyzed the trend  of  environmental education as ESD from a viewpoi
nt of  curriculum content and teaching method in Germany and US. It developed and  practiced the program o
f environmental education for kindergarten, elementally school, lower secondary school, upper secondary sc
hool in Japan. It revealed in particular the subject-based environmental education and the environmental t
heme of sachunterricht in Germany and the trend of environmental education of national standards geography
 in US.
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１．研究開始当初の背景 
世界の環境教育は大きな転換期を迎えている。
10年前の中央教育審議会答申『21世紀を展望し
たわが国の教育のあり方について』（1996）の
中では、学校における環境教育のあり方は、「環
境から学ぶ」、「環境について学ぶ」「環境の
ために学ぶ」という三つのキーワードで語られ
ていた。しかし、2002年の中央環境審議会答申
『環境政策の活性化方策について』（中間答申）
や2003年の「環境保全のための意欲の増進及び
環境教育の推進に関する法律」（「環境教育法」）
では、国際的動向（「テサロニキ宣言」（1997）
など）をうけて、新しい環境教育の枠組みが登
場している。これが、「持続可能な開発のため
の教育」（ESD: Education for Sustainable 
Development）としての環境教育（以下、「新
しい環境教育」と略記）である。ドイツ等、環
境教育先進国の環境教育も、この新しい枠組み
のもとで展開しつつある。 
ところが、わが国の学校における環境教育・
学習は、この枠組みでの環境教育・学習として
いまだに展開しているとは言えない。まして、
ESDとしての環境教育をどのように系統的体系
的に行うかについての明確なプログラムの整
備と効果的な実践方法の確立はいまだに不十
分であるといわざるをえない。ESDとしての環
境教育のあり方はいまだに模索中なのである。 
無論、そうした状況を生んでいる背景の一つ
として、ESD概念の広範性・多義性があると考
えられる。すなわち、ESDは、環境だけではな
く、貧困、人口、健康、民主主義、人権、平和
など幅広いテーマをも包含した広範な教育だ
からである。（たとえば、今村光章、他、『持
続可能性に向けての環境教育』、昭和堂、2005。
Gerhard de Haan,et,al, Educating for 
Sustainabilty,Peter Lang GmbH, 2000. Horst 
Rode,u.a.,  Umwelterziehung in der 
Schule,Leske+Budrich, 2001） 
すでに研究代表者は、平成8年度の科学研究費
補助金を受けて、ドイツ・アメリカ・日本の子
どもの環境意識・態度・行動様式等の比較調査
研究を行ったが、15年後である現在の日本の子
どもの状況を国際的に位置づけて、わが国の
ESDとしての環境教育の構想が必要と思われる。 
一方、環境教育先進国をみても「新しい環境
教育」のための独自の教科等を設定することは
制度的にもほとんどなされていないし、理科や
社会科を中心にして環境学習を推進している。
つまり、学校教育においては教科型・教科連携
型環境教育・学習が地歩を占めているのである。
日本でも、現行の教育制度の中では、この方向
でESDとしての環境教育の充実を図ることが現
実的であり、実践可能性も大きいと思われる。
教育学一般ではなく、教科教育学的（理科、社
会科等）検討が日本での環境教育・学習の実践
の充実には不可欠であると考えている。 

 
２．研究の目的 
そこで、本研究は次の三点を目的とする。 
（1）ドイツ、アメリカ等の学校教育の教科

（理科や社会科）において、ESD としての環
境教育はどのように行われているのか。そ
の目標、カリキュラム、教授・学習方法、
教材の特質は何か。それ以前の環境学習と
の相違は何か等を解明する。 
（2）ドイツ、アメリカ等の生徒と日本の生
徒の環境知識・意識・態度・行動様式の実
態を比較し、また、日本における 20 年前の
同種調査結果と比較し、我が国の生徒の環
境に関する意識や態度とを国際的に位置づ
ける。 
（3）上記の（1）、（2）の知見を踏まえて、
日本の理科と社会科における ESD としての
環境教育のシステム、カリキュラム、モデ
ルプログラム及び効果的な教授・学習方法
を事例的に開発し実践的に検討する。 

 
３．研究の方法 
研究計画・方法の骨子は、それぞれ研究実績
のある研究代表者・研究分担者・研究協力者
が、平成23年度は、文献調査及び実地調査を
通して、理科と社会科に焦点化し、ドイツ、
アメリカ、イギリス等のESDとしての環境教育
のシステム・カリキュラム・実践方法とその
特質、問題点等々を解明する。その際、前提
として「教科型」環境教育・学習の背景とな
り、規定する当該国の教育課程政策の動向を
確認・整理する。 
平成24年度は、国際比較調査を通して、ドイ
ツ、アメリカ等の子どもと日本の子どもの環
境意識・態度・知識・行動様式等を比較調査
し、日本の子どもの実態を国際的な視点から
解明し、これらの外国と日本の子どもの特質
を相対化・鮮明化する。 
 これらの知見を踏まえ、平成 25 年度は、
現実的で実現可能性の高い日本の理科と社
会科におけるESDとしての環境教育のシステ
ム、カリキュラム、プログラム及び効果的な
指導方略を構想し、研究協力者の小・中・高
の教師に依頼して試行実践し、実践的に検討
する。 
 
４．研究成果 
環境学習では、学際的アプローチがふさわ
しいこと、教科横断的な取組みが必要なこと
はすでに共通理解に達している。しかし、実
際の学校教育では、これに対応する統合的な
教科が教育課程の中で中心的な位置を占め
ているわけではない。上述のように日本では
総合的な学習の時間がそれに相当するが、そ
れらが教育課程全体に占める位置はそれほ
ど大きくはないし、学校・学年段階も限定さ
れている。海外でも同様な状況が見られる。
したがって、学校教育における実際の環境学
習のための知見を得るためには、「教科型」
の環境学習を探る必要があるし、そこから得
られる知見こそ学校教育における環境学習
の充実にとって有効なのではなかろうか。 
教科における環境学習を本研究プロジェク
トでは、「教科型」環境学習と呼んでいる。



「教科型」の環境学習に焦点を当てるのは、
この形式の環境学習が実際の学校教育の中
で広く行われている現実的な環境学習の型
だからである。本研究プロジェクトはこのよ
うな問題意識と関心に基づいている。そこで
まず本研究プロジェクトは、海外での環境学
習の取組み、つまり、先進国であるドイツ、
イギリス、アメリカ、そして途上国であるイ
ンドネシアにおける「教科型」環境学習の展
開とそれに関連した様々な取り組みや背景、
その基礎理論等々を探り、一方で学校段階、
すなわち、幼稚園、小学校、中学校（中等学
校）、高等学校における「教科型」環境学習、
そして、総合科（事実科）、理科、社会科、
生物における「教科型」環境学習を調査・分
析した。 
 成果の概要は、次のとおりである。 
（1）日本、ドイツ、アメリカ等の教育課程
改革の動向と環境教育の展開 
 ここでは、「教科型」の環境学習にかかわ
る日本の新教育課程に置ける「活用型学習」
の提案とその意義、ドイツの教育改革とスタ
ンダード、コンピテンシー導入の動向と展開、
アメリカのナショナルスタンダード、科学教
育スタンダード、北アメリカ環境教育連盟の
「環境教育における卓越性ー学習者のため
のガイドライン」を分析し、当該国の環境教
育政策の現状を解明した。 
（2）日本の児童生徒の環境意識の特質 
高校生の環境倫理意識について調査し、その
特質を解明した。 
（3）ドイツ・アメリカ・イギリス等の教科
書に見る環境学習の扱い 
ドイツの事実科（ザッハウンターリヒト）の
教科書における環境テーマの扱いを分析し、
20 年前の同分析と比較した。また、イギリス
の初等教科書における環境テーマの扱い、初
等・中等理科教科書におけるエネルギー概念
の導入法についてその特質を解明した。 
（4）特徴的な環境学習の実践分析 
幼稚園段階については、森の幼稚園の指導者
養成講座に見られる環境教育実践上のポイ
ントを探った。海外の実践として、アメリカ
におけるモバイル活用の小学生を対象にし
た環境学習の実践、途上国における環境教育
の実践事例として、インドネシアの小学生を
対象にした環境教育実践を取り上げ、その特
徴を解明した。 
（5）「教科型」環境学習のプログラム開発と
実践 
 小学生を対象としたプログラムとして、霞
ケ浦 E・S キッズプログラムを開発し、実践
的な検討を行い、高校生を対象とした「生物
基礎」科目における環境倫理意識の向上を目
指したブログラムを開発し、実践的検討を行
った。 
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